
基準日：　2024年2月29日

【商品分類】　追加型投信／内外／資産複合

【設定日】　2008年4月18日　　　　【決算日】　原則1月、3月、5月、7月、9月、11月の各11日

運用実績

主要な資産の状況① ：損保ジャパン・エコ好配当マザーファンド

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

※ 基準価額（税引前分配金再投資）は、分配実績があった場合に、税引前の分配金を決算日の基

準価額で再投資したものとして計算しております（以下同じ）。 

※ 基準価額及び基準価額（税引前分配金再投資）の計算において信託報酬（後掲「ファンドの費用」

参照）は控除されております（以下同じ）。 

※ 当ファンドは、ベンチマークを設定しておりません。 

※ 分配実績がない場合、あるいは設定来累計の分配金額が少額の場合、基準価額及び基準価額

（税引前分配金再投資）のグラフが重なって表示される場合があります。 

┃基準価額および純資産総額

基準価額 12,614円

純資産総額 12.96億円
※ 基準価額は、分配金控除後です。 

┃構成比率

純資産比

損保ジャパン高金利外国債券マザーファンド 49.56%

損保ジャパン・エコ好配当マザーファンド 49.50%

コール・ローン等 0.93%

┃分配実績（直近5期分/１万口当たり、税引前）

2023年05月 30円

2023年07月 30円

2023年09月 100円

2023年11月 30円

2024年01月 30円

設定来累計 5,420円
※ 収益分配金額は委託会社が決定します。分配を行わないこともあります。 

┃期間別騰落率

当ファンド

過去1ヵ月間 1.39%

過去3ヵ月間 4.62%

過去6ヵ月間 6.77%

過去1年間 21.55%

過去3年間 37.02%

過去5年間 39.17%

設定来 115.09%
※ ファンドの騰落率は、当ファンドに分配実績があった場合に、税引前の分配金

を再投資したものとして計算しており、実際の騰落率とは異なります。 

※ 設定来のファンド騰落率は、10,000 円を基準として計算しております。 

┃基準価額・純資産の推移 2014/02/28～2024/02/29

0

10

20

30

40

50

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

14/2 16/2 18/2 20/2 22/2 24/2

（単位：億円）（単位：円）

純資産総額(右軸) 基準価額(左軸) 基準価額(税引前分配金再投資)(左軸)

┃構成比率（マザーファンド）

純資産比

株式 97.01%

コール・ローン等 2.99%

┃組入上位10銘柄（マザーファンド）

銘柄名 業種 純資産比

1 三井住友フィナンシャルグループ　　　　　 銀行業 4.0%

2 村田製作所　　　　　　　　　　　　　　　 電気機器 3.1%

3 三菱地所　　　　　　　　　　　　　　　　 不動産業 2.7%

4 ニデック　　　　　　　　　　　　　　　　 電気機器 2.6%

5 大阪瓦斯　　　　　　　　　　　　　　　　 電気･ガス業 2.5%

6 マキタ　　　　　　　　　　　　　　　　　 機械 2.4%

7 森永乳業　　　　　　　　　　　　　　　　 食料品 2.1%

8 ジェイテクト　　　　　　　　　　　　　　 機械 2.1%

9 三井住友トラスト・ホールディングス　　　 銀行業 2.0%

10 花王　　　　　　　　　　　　　　　　　　 化学 1.9%

組入銘柄数 83銘柄

┃業種別構成比率（マザーファンド）

業種 純資産比

銀行業 15.8%

電気機器 15.0%

化学 9.6%

機械 8.6%

輸送用機器 8.0%

食料品 6.6%

建設業 4.9%

不動産業 4.2%

情報・通信業 3.2%

その他 21.2%

┃予想配当利回り

マザーファンド 東証プライム(参考)

配当利回り 2.58% 2.04%

※ ファンドの予想配当利回りは、個別銘柄の予想配当利回りを、純資産総額に対する保有資産のウェイトで

加重平均したものです。（各種情報を基に委託会社が算出） 

※ 当ファンドの将来の分配を保証するものではありません。 

┃ESG ポジティブ・スクリーニング投資比率

純資産比

株式 48.02%
※ ESG ポジティブ・スクリーニングとは、調査対象とする企業を ESG の観点から評価し、評価の高い企業を投資

候補銘柄として選定する手法です。 

※ 損保ジャパン・エコ好配当マザーファンドを通じた実質比率になります。 

※ 損保ジャパン・エコ好配当マザーファンドで投資している株式は、全て ESG ポジティブ・スクリーニングの手法で

選定された銘柄です。 

 

10枚組の1枚目です



基準日：　2024年2月29日

＜ご参考＞

市場動向と今後の見通し

用語解説

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

出所：Bloomberg出所：Bloomberg

┃TOPIX業種別騰落率(対前月末、東証33業種）

上位5業種

業種 騰落率

1 輸送用機器 14.13%

2 保険業 11.08%

3 石油･石炭製品 9.53%

4 証券・商品先物取引業 8.16%

5 その他金融業 7.92%

下位5業種

業種 騰落率

1 繊維製品 -4.51%

2 海運業 -4.17%

3 食料品 -1.53%

4 電気･ガス業 -1.30%

5 建設業 -1.01%

┃日経平均株価・TOPIX動向（過去3年） 2021/02/26～2024/02/29
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┃日経平均株価・TOPIXの騰落率（対前月末）

日経平均株価(円) TOPIX(ポイント)

2024年1月31日 36,286.71 2,551.10

2024年2月29日 39,166.19 2,675.73

騰落率 7.94% 4.89%

マーケットコメント_内株_用語解説あり HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt （1 ページ以内を目安にお願い致します） 
○先月の市場動向 

2 月の国内株式市場（TOPIX）は月間ベースで+4.89%となりました。先月から海外投資家の買い越しが継続し、大型株中心に
物色されました。また、国内外の企業決算が好調だったことに加えて、為替の円安ドル高基調が続いたことで企業業績の先行きに
対する警戒感が薄れ、株価は上昇しました。好調な企業決算を発表した輸送用機器や政策保有株（用語解説 1）の売却期待が高ま
った保険株などが株式市場をけん引しました。 
月初は、米国の堅調な経済統計の発表を受けて、早期の利下げ期待が後退したものの、内田日銀副総裁がマイナス金利解除後も

日銀が緩和的な金融政策を維持するとの認識を示したことが好感されると、国内企業が好決算を発表したこともあって上昇しまし
た。その後、米 CPI（消費者物価指数）や米 PPI（生産者物価指数）（用語解説 2）が市場予想を上回って、インフレ再燃リスクが
意識される局面もありましたが、円安ドル高が進行したことで企業業績の先行きに対する警戒感が薄れて上昇基調となりました。
月の後半にかけては、米半導体メーカーが好調な決算を発表し、AI 関連の半導体に対する強い需要が確認されると米国株式市場が
史上最高値を更新し、日本株も上昇しました。 

 
○今後の見通し 
今後については、徐々に上値が重くなると予想します。 
企業業績については、製造業における在庫循環のボトムアウトや国内実質賃金の持ち直しなどが想定されることから来年度も増

益基調を維持すると予想します。ただし、国内の経済活動正常化や円安効果の一巡、欧米の引き締め的な金融政策の影響から増益
の伸びは鈍化する公算が大きく、中国経済の回復の鈍さや地政学リスクの高まりを考慮すると、企業業績が一段と改善していくに
は材料不足と考えています。 
一方、バリュエーションは海外からの資金流入を背景に年初から速いペースで上昇し、期待が相応に入っているものの過熱感は

なく、海外対比で良好な企業業績見通しや東証の要請（資本コストや株価の重視、投資家対話の開示、正確な情報開示）に応じた
資本効率改善への期待、高水準の自社株取得に代表される良好な株式需給環境が支えとなるため、大きく崩れる展開は想定しづら
いと考えます。 
 
○今後注目されるニュース 
国内賃金動向、日欧米の金融政策動向、中国の景気動向が注目されます。 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

１．政策保有株 
取引関係の強化や買収防衛を目的に保有する株式のことを指します。相互に株式を保有する持ち合い株の形式をとることが多い

です。一方で、企業統治の形骸化を招いているとの批判もあり、政策保有株の削減が求められています。 
 

２．PPI（生産者物価指数） 
Producer Price Index の略で、生産者が出荷した原材料や製品を対象に企業間で取引される価格を指数化した指標です。川上

での価格動向を示すことから、川下である CPI（消費者物価指数）に対する先行指標として注目されます。 
 

10枚組の2枚目です



基準日：　2024年2月29日

環境コメント

主要な資産の状況② ：損保ジャパン高金利外国債券マザーファンド

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

┃債券市場別構成比率（マザーファンド）

債券市場 純資産比

アメリカ 36.7%

イギリス 26.0%

オーストラリア 19.2%

ポーランド 10.8%

┃構成比率（マザーファンド）

純資産比

公社債 92.78%

国債証券 92.78%

コール・ローン等 7.22%

┃残存年数別構成比率（マザーファンド）

残存年数 純資産比

1年未満 14.0%

1～3年 0.0%

3～7年 37.2%

7～10年 7.9%

10年以上 33.7%

┃組入上位10銘柄（マザーファンド）

銘柄名 発行国 種類 通貨 償還日 純資産比

1 AUSTRALIA 3.75 370421 オーストラリア 国債証券 オーストラリア・ドル 2037/04/21 15.1%

2 UK GILT  6.0 281207 イギリス 国債証券 イギリス・ポンド 2028/12/07 14.8%

3 Treasury 7.625 250215 アメリカ 国債証券 アメリカ・ドル 2025/02/15 14.0%

4 UK GILT  4.5 340907 イギリス 国債証券 イギリス・ポンド 2034/09/07 11.3%

5 POLAND 5.75 290425 ポーランド 国債証券 ポーランド・ズロチ 2029/04/25 10.8%

6 Treasury 4.125 321115 アメリカ 国債証券 アメリカ・ドル 2032/11/15 7.9%

7 Treasury 6.25 300515 アメリカ 国債証券 アメリカ・ドル 2030/05/15 7.5%

8 AUSTRALIA 4.75 270421 オーストラリア 国債証券 オーストラリア・ドル 2027/04/21 4.1%

9 Treasury 4.625 400215 アメリカ 国債証券 アメリカ・ドル 2040/02/15 3.8%

10 Treasury 3.625 530515 アメリカ 国債証券 アメリカ・ドル 2053/05/15 3.5%

組入銘柄数 10銘柄

┃通貨別構成比率（マザーファンド）

通貨 純資産比

アメリカ・ドル 36.7%

イギリス・ポンド 26.0%

オーストラリア・ドル 19.2%

ポーランド・ズロチ 10.8%

環境コメント HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の動向について 

 
2024 年１月 16 日から 20 日にかけて、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 60 回総会が、トルコ共和国・イスタン

ブールで開催されました。本総会では、第７次「IPCC 評価報告書」に関する成果物やスケジュール等について議論が行われ、あ
わせて 2027 年までに、気候変動と都市に関する特別報告書や、地球温暖化と大気汚染の双方に影響を与える物質である短寿命
気候強制力因子（SLCF）に関する方法論報告書を作成すること、ならびに二酸化炭素除去（CDR）技術・炭素回収利用および
貯留（CCUS）に関する専門家会合を開催し方法論報告書を作成すること等が決定されました。 

IPCC は、1988 年に国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）のもとに設立された組織で、現在、195 か国・地域
が参加しています。気候変動に関する最新の科学的知見についてとりまとめた報告書を作成し、各国政府の気候変動に関する政
策に科学的な基礎を与えることを目的としています。IPCC は参加国のコンセンサスに基づき意思決定を行う政府間組織であり、
IPCC の各報告書は、参加国の承認により採択され、科学的中立性を重視した最新の科学的知見として、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）等の国際交渉や国内政策の基礎情報として幅広く参照されています。 

IPCC は設立以来、5～7 年ごとに科学的知見の評価を行い、その結果を「IPCC 評価報告書」等にまとめ発表しています。「IPCC
評価報告書」は、1990 年の第 1 次評価報告書の発表以降、サイクルごとに発表され、第 7 次サイクルでは、気候変動に関する
「自然科学的根拠」、「影響・適応・脆弱性」、「緩和」についての評価報告書の知見を統合した「統合報告書」が 2029 年に
公表される予定となっています。また、SLCF 方法論報告書や気候変動と都市に関する特別報告書のアウトライン等を検討する
第 61 回総会が 2024 年 7 月下旬より開催予定となっており、気候変動に関する科学的知見の集積が、パリ協定における地球の
気候と大気質を安定化させる 2℃（1.5℃）目標の実現に貢献していくことが期待されます。 

（出所：環境省） 
 
 

10枚組の3枚目です



基準日：　2024年2月29日

債券市場の動向

為替相場の動向

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

月次運用レポート

┃ポートフォリオの状況（マザーファンド）

平均残存期間（年） 8.1

修正デュレーション（年） 6.2

平均終利 4.3%

平均直利 5.2%
※ コール・ローン等を除いて算出しております。 

※ 平均終利、平均直利は、ファンド組入銘柄等の利回りの加重平均等により算出したもので

あり、ファンド全体の期待利回りを示すものではありません。 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【豪ドル円相場】 
2 月の豪ドル円相場は、円安豪ドル高となりました。 
内田日銀副総裁がマイナス金利解除後の追加利上げに慎重な発言をしたことや、オーストラリア経済との関係が深い中国の金融緩

和が好感されたことなどから、円安豪ドル高となりました。 
 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【ユーロ円相場】 
2 月のユーロ円相場は、円安ユーロ高となりました。 
内田日銀副総裁がマイナス金利解除後の追加利上げに慎重な発言をしたことや、ECB（欧州中央銀行）高官が、政策スタンスの早

期転換によりインフレが再燃する可能性について言及し早期の利下げをけん制したことなどから、円安ユーロ高となりました。 
 
 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【英ポンド円相場】 
2 月のポンド円相場は、円安ポンド高となりました。 
BOE（イングランド銀行）が月初の金融政策委員会で政策金利の据え置きを決定したものの、2 名の委員が利上げを支持したこと

や、ベイリーBOE 総裁が早期の利下げをけん制したことなどから、円安ポンド高となりました。 
 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【米ドル円相場】 
2 月のドル円相場は、円安ドル高となりました。 
月の前半は、米国の雇用統計や消費者物価指数が市場予想を上振れたことや、FRB（米連邦準備理事会）高官が早期の利下げ観測

をけん制したことなどを受けて米国金利が上昇したこと、内田日銀副総裁がマイナス金利解除後の追加利上げに慎重な発言をしたこ
とから、円安ドル高が進行しました。月の後半は、米国の金利上昇が一服したことや、日本の為替介入への警戒感などから、横ばい
圏で推移しました。 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【欧州債券市場】 
2 月のドイツ債券利回りは、上昇（価格は下落）しました。 
米国金利が上昇するなか、ドイツ債券利回りも上昇しました。ECB（欧州中央銀行）高官やラガルド ECB 総裁が、賃金上昇圧力

の緩和を見極める姿勢を示したことや、政策スタンスの早期転換によりインフレが再燃する可能性について言及し早期の利下げをけ
ん制したことなども、利回りの上昇要因となりました。 
 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【米国債券市場】 
2 月の債券利回りは、上昇（価格は下落）しました。 
中旬にかけて、雇用統計や消費者物価指数が市場予想を上振れる強い結果であったことや、FRB（米連邦準備理事会）高官が早期

の利下げ観測をけん制する発言を行ったことなどから、利回りは上昇しました。その後は、小売売上高が市場予想を下振れた一方、
生産者物価指数は市場予想を上振れるなど強弱混在となったことから、月末にかけてもみ合いの展開となりました。 
 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【英国債券市場】 
2 月の債券利回りは、上昇（価格は下落）しました。 
雇用や賃金上昇が堅調であったことや、米国金利が上昇した影響などを受けて、英国債券利回りは上昇しました。 

 

HG 丸ｺﾞｼｯｸ M-PRO 10pt  

【豪州債券市場】 
2 月の債券利回りは、ほぼ横ばいとなりました。 
月の前半は、オーストラリアの消費者物価指数が市場予想を下振れたことが利回りの低下要因となったものの、米国金利が上昇し

た影響を受けて、オーストラリア債券利回りも上昇（価格は下落）しました。月の後半は、米国金利の上昇が一服するなか、オース
トラリアの雇用関連統計が市場予想を下振れたことなどを受けて、オーストラリア債券利回りは低下基調となり、前月末対比でほぼ
横ばいとなりました。 

10枚組の4枚目です



基準日：　2024年2月29日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

ファンドは、ESG を投資対象選定の主要な要素とする「ESG 投信」です。

１

・

2

3

・

・

4

・

・

《基準価額の変動要因》

◆

◆

◆

◆

当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運用による
損益はすべて投資者の皆様に帰属いたします。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているもので
はなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金
とは異なります。
当ファンドの主なリスクは以下のとおりです。
※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

年６回（原則、１月、３月、５月、７月、９月、11月の各11日）決算を行います。

利息・配当収入等、売買益（評価損益を含みます。）等を原資として分配します。※

┃投資リスク

※基準価額水準、市場動向等によっては分配を行わないことがあります。

毎決算日に委託会社が利息・配当収入等を中心に安定分配を行い、毎年３月、９月の決算時には売買益（評価損益を含みます。）

等を上乗せして分配することを基本方針とします。

投資対象国は、原則としてＡ格相当以上の長期債格付が付与された国とし、FTSE世界国債インデックス採用国を中心とします。

環境問題に積極的に取り組んでいる日本の企業の株式に投資します。

主として北米（米国、カナダ）、欧州、アジア／オセアニア（日本を除く）の国債、州政府債、政府保証債、政府系機関債、
国際機関債等に分散投資します。

┃ファンドの特色

日本の株式および日本を除く世界各国の公社債に投資します。

主に日本の株式と外国の債券に概ね50%ずつ分散投資をします。

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

◆為替変動リスク
外貨建資産の価格は、当該外貨と日本円との間の為替レートの変動の影響を受けて変動します。
為替レートは、各国の政治・経済情勢、外国為替市場の需給、金利変動その他の要因により、短期間に大幅に変動することがあ
ります。当該外貨の為替レートが、円高になった場合は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

《その他の留意点》
クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。

マザーファンドに投資する別のベビーファンドの追加設定・解約等により、当該マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等
には、当ファンドの基準価額が影響を受ける場合があります。

大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあ
ります。これにより、ファンドの基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込の受付が中止となる可能性、換金代
金のお支払が遅延する可能性があります。

ファンドは委託会社によるESG評価により投資候補銘柄群を絞り込んでいるため、ポートフォリオの特性が偏ることがありま
す。このため、ファンドの基準価額と株式市場全体の変動が大きく異なる場合があります。

◆流動性リスク
国内外の政治・経済情勢の急変、天災地変、発行体の財務状態の悪化等により、有価証券等の取引量が減少することがありま
す。この場合、ファンドにとって最適な時期や価格で、有価証券等を売買できないことがあり、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。
また、取引量の著しい減少や取引停止の場合には、有価証券等の売買ができなかったり、想定外に不利な価格での売買となり、
ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

◆信用リスク

◆価格変動リスク
株式や公社債の価格は、国内外の政治・経済情勢、市況等の影響を受けて変動します。
また、一般に、金利が上昇すると、公社債の価格は下落します。組入れている株式や公社債の価格の下落は、ファンドの基準価
額が下落する要因となります。

株式や公社債の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪化等により下落することがあ
ります。組入れている株式や公社債の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また発行体の倒産や債務不履行等の場合は、株式や公社債の価値がなくなることもあり、ファンドの基準価額が大きく下落する
場合があります。

10枚組の5枚目です



基準日：　2024年2月29日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

月次運用レポート

┃投資信託の収益分配金に関する留意事項

（注）普通分配金に対する課税については、後掲の「●税金」をご参照ください。

10枚組の6枚目です



基準日：　2024年2月29日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

月次運用レポート

※

※

※

※

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

運用報告書

受益権の残存口数が10億口を下回ることとなった場合、繰上償還することが受益者のため有利であると認めると
き、またはやむを得ない事情が発生したときは、繰上償還させることがあります。

申込締切時間

収益分配

換金価額

繰上償還

公告 委託会社のホームページ(https://www.sompo-am.co.jp/)に掲載します。

換金請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した額

換金請求受付日から起算して、原則として5営業日目からお支払いします。

原則、毎年3月、9月の決算時及び償還時に、交付運用報告書を作成し、あらかじめお申し出いただいたご住所に
販売会社を通じて交付します。

原則として午後3時まで（販売会社により異なる場合がありますので、詳細につきましては販売会社までお問い合
わせください。）

ニューヨーク証券取引所、英国証券取引所、フランクフルト証券取引所、ユーロネクスト・パリのいずれかの取引
所あるいはニューヨークまたはロンドンの銀行の休業日においては、お申込みの受付ができません。

2,000億円信託金の限度額

無期限（設定日　2008年4月18日）

┃お申込みメモ

毎決算時（年6回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。

決算日

換金代金

申込不可日

換金制限

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

信託期間

分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。

販売会社によっては、どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。

各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い合わせください。

購入単位

換金単位
詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

販売会社が定める単位

購入代金

販売会社が定める単位

購入申込受付日の翌営業日の基準価額

販売会社が定める日までにお支払いください。

購入価額

詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求を制限する場合があります。

委託会社は、取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、取引市場における流動性が極端に減少した場合、
取引市場の混乱、自然災害、テロ、大規模停電、システム障害等により基準価額の算出が困難となった場合、その
他やむを得ない事情があると判断したときは、購入・換金の受付を中止すること、及び既に受付けた当該申込みの
受付を取り消すことができるものとします。

原則１月、３月、５月、７月、９月、11月の各11日（休業日の場合は翌営業日）

課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA（ニー
サ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の適用対象です。配当控除、益金不算入
制度の適用はありません。

上記は2023年12月末までの制度となります。2024年1月1日以降は一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度「NISA

（ニーサ）」の適用対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

●税金

時期 項目 税金

換金（解約）時
及び償還時

所得税及び地方税
譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

課税関係

※ 少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」をご利用の場合

毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。販売会社で非
課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

（注）上記は2023年12月末までの制度となります。2024年1月1日以降は一定額を上限として、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公

募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が無期限で非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を
開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。また、税法上の要件を満たした商品を購入した場合に限り、非課税の適用

を受けることができます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※ 法人の場合は上記とは異なります。

※ 外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお
勧めします。

10枚組の7枚目です



基準日：　2024年2月29日

※ 後述の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

●委託会社・その他の関係法人

委託会社

受託会社

ファンドの運用の指図を行います。

ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第351号）

加入協会　一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ホームページ　：　https://www.sompo-am.co.jp/

電話番号　　　：　0120-69-5432　●リテール営業部

販売会社
受益権の募集の取扱、販売、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分配金、償還金および一部解

約金の支払等を行います。

ファンドの財産の保管及び管理を行います。

みずほ信託銀行株式会社

※

※

●

https://www.sompo-am.co.jp/institutional/stewardship.html

・監査費用：
　監査法人に支払うファンド監査
　にかかる費用
・売買委託手数料：
　有価証券等の売買の際、売買仲
　介人に支払う手数料
・保管費用：
　有価証券等の保管等のために、
　海外の銀行等に支払う費用

・監査費用

・売買委託手数料

・外国における資産の保管等に要する費用

・信託財産に関する租税　等

以下の費用・手数料等が、ファンドから支払われます。

上記の費用・手数料については、運用状況等により変動するものであり、事前

に料率、上限額等を表示することができません。

┃ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
販売会社によるファンドの商品説
明・投資環境の説明・事務処理等の

対価

購入価額に2.2％（税抜2.0％）を上限として販売会社が定めた手数料率
を乗じた額です。

詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

年率0.60％（税抜）

年率0.60％（税抜）

年率0.07％（税抜）

その他の費用・
手数料

●スチュワードシップ方針

当社の日本版スチュワードシップ・コード対応方針について、当社ホームページにてご覧いただけます。

信託財産留保額 換金請求受付日の基準価額に0.2％を乗じた額です。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬） ファンドの運用の対価

購入後の情報提供、運用報告書等各

種書類の送付、口座内でのファンド
の管理等の対価

運用財産の管理、委託会社からの指
図の実行等の対価

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.397％（税抜1.27％）を乗
じた額です。
運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上され、ファンドの基準価額に反映
されます。毎計算期末または信託終了のときに、ファンドから支払われま
す。

運用管理費用（信託報酬）＝運用期
間中の基準価額×信託報酬率

当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて異なりますので、表示することができません。

委託会社

販売会社

受託会社

10枚組の8枚目です



基準日：　2024年2月29日

月次運用レポート

イオン好配当グリーン・バランス・オープン（愛称：みどりのふたば）

●委託会社受賞歴

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提

供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関

する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当

な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

「投資信託／総合部門」の各カテゴリーは、受賞運用会社の該当ファンドの平均的な運用実績を評価したもので、受賞運用会社の全ての個別ファンドについて運用実績が優れて

いることを示すものではありません。

当資料のご利用にあたっての注意事項

 当資料は、ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社により作成された販売用資料であり、法令に基づく開示書類ではありません。当
ファンドの購入のお申込みの際には販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡しいたしますので、
必ずお受け取りの上、詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

 当ファンドは、値動きのある証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。また、外貨建て資産に投資する場合には、為替リス
クがあります。投資信託は、リスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本が保証されているも

のではありません。

 信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資に関する最終決定はご自身の判断でなさるようお願い申し
上げます。

 投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

 登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料に記載されているグラフ・数値等は過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。分配金に関
しては、運用状況によっては、分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

 ファンドマネージャーのコメント、方針、その他の予測数値等については、作成時点での投資判断を示したものであり、将来の市況環境
の変動等により、当該運用方針やその他予測数値等が変更される場合があります。また、記載した内容は、将来の市況環境の変動等を保
証するものではありません。

 当資料に記載されている各数値は四捨五入して表示していることがありますので、誤差が生じている場合があります。

 当資料に記載されている各事項につきましては、正確性を期しておりますが、その正確性を保証するものではありません。当資料に記載
の当社の意見等は予告なく変更することがあります。

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2017の「投資信託／総合部門」においてバランス総合「優秀賞」を

受賞しました。

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2010の「投資信託／総合部門」において国内株式総合「優秀賞」を

受賞しました。

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2018の「投資信託／総合部門」においてバランス総合「最優秀賞」を

受賞しました。

┃当社はＲ＆Ｉファンド大賞2018の「投資信託／総合部門」において外国債券総合「優秀賞」を

受賞しました。

10枚組の9枚目です



＜備考欄の表示について＞

※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。

※３　新規のお取扱いを行っておりません。

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。

・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

販売会社名 区分 登録番号 日本証券業協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業協会

備考

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行

（委託金融商品取引業者 マネックス証券

株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社イオン銀行

（委託金融商品取引業者 マネックス証券

株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○

●販売会社（順不同、○は加入協会を表す）

10枚組の10枚目です


